
令和５年度当初予算の各事業概要
（単位：千円）

部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

防災対策部 防災総務費 防災対策総務調整費 23,510 13,469 　防災対策部の庶務一般に要する経費

防災対策部 防災対策費 災害即応力強化推進事業費 111,821 111,797

  災害対策本部活動に携わる職員の初動対応力をさらに向上させるため、防災訓練に精通する専
門組織のノウハウを取り入れた実践的な図上訓練や、災害対策本部の中枢を担う総括部隊をはじ
めとする各部隊の訓練を実施する。また、災害発生時やそのおそれがあるときに、市町のニーズに
応じた支援をより的確に実施できるよう、緊急派遣チームの活動体制を整備する。さらに、大規模
災害発生時においても初動の段階から迅速かつ的確に災害対策活動を実施することができるよ
う、防災対策部内に常設のオペレーションルームやシチュエーションルームを整備し、災害対策本
部の機能充実を図る。

防災対策部 防災対策費 災害対策管理費 53,365 19,314

  　「南海トラフ地震臨時情報」が発表された際に適切な避難行動がとれるよう、市町と連携して県
民に対して啓発を行うとともに、事前避難に必要となる避難所の確保や市町域を越える広域避難
の調整等に取り組む。また、集中豪雨や台風、地震による大規模災害に備えるため、被災者の避
難生活に必要となる物資の備蓄を行う。さらに、大規模災害時に本庁舎のライフラインが途絶した
状況においても、災害対策本部活動を確実に展開できるよう、災害対応に従事する要員の活動環
境の整備を図る。

防災対策部 防災対策費 広域防災拠点維持管理費 16,621 10,098
　大規模災害発生時の県内への広域的な応援・受援体制の拠点としての役割を担う広域防災拠
点の適切な維持管理を行う。

防災対策部 防災行政無線等管理費 防災行政無線等維持管理費 97,270 46,311
　気象特別警報等について市町等へ確実に伝達するとともに、災害時はもとより平常時の一般行
政においても関係機関同士の通信に利用できるようにするため、県防災行政無線設備（地上系・
有線系・衛星系）の維持管理、関係機関との連絡調整等を行う。

防災対策部 防災行政無線等管理費
三重県防災行政無線運営協議会等負担
金

113,993 11,529
　県防災行政無線の確実な運用を行うため、防災行政無線設備の維持管理を行う機関等へ負担
金の納入を行う。

防災対策部 防災行政無線整備事業費 防災行政無線整備事業費 13,409 409
　通常の通信手段が遮断された場合においても、災害対策活動に必要な通信を確実に確保するた
め、防災通信ネットワークにおける衛星系防災行政無線設備について、新規格への対応に向けた
設備の更新を計画的に行う。

防災対策部 防災ヘリコプター運航管理費 防災ヘリコプター運航管理費 556,972 114,941
　災害や山岳遭難、水難事故等の発生時に、傷病者等の救助、救急搬送等を迅速かつ的確に行
うことができるよう、防災ヘリコプターを安全かつ適正に運航する。

防災対策部 国民保護費 国民保護対策費 8,079 7,356
　有事への対応をより迅速かつ的確に行うため、国および関係機関と連携した国民保護訓練を実
施するとともに、三重県国民保護計画等の所要の見直しを行う。また、有事の際に県民の命を守る
ため、避難施設の指定を進めるとともに、県民が適切な避難行動をとれるよう周知啓発を行う。

防災対策部 消防費 消防行政指導事業費 22,320 22,320

　消防団員の確保に向け、市町が実施する先進的で他市町への水平展開が見込めるモデル的な
取組を支援するほか、県が所管する制度を活用した入団促進に資する仕組みの構築を図る。ま
た、「三重県消防広域化及び連携・協力に関する推進計画」に基づき、市町の消防の広域化およ
び連携・協力に向けた取組を推進する。さらに、Ｇ７三重・伊勢志摩交通大臣会合における消防・救
急特別警戒体制を確保する。

防災対策部 予防費
消防法関係免状交付、資格者講習事業
費

38,841 △ 5,099
　火災予防の啓発、消防用設備の設置指導、危険物取扱者および消防設備士の免状交付、講習
ならびに危険物規制の消防機関との連携により、火災および危険物事故等の防止を図る。

防災対策部 消防学校費 消防職団員教育訓練費 18,622 18,605
消防学校において、基本的・専門的な教育訓練に加え、大規模災害を想定したさまざまな実践的
訓練を実施することで、安全、的確、迅速に消火・救急活動等ができる消防職団員を育成する。

防災対策部 消防学校費 学校派遣教官負担金 65,754 65,754
　消防学校の教官として消防に関する相当の学識経験を有する者の派遣を消防本部等から求め、
学校教育水準の向上を図る。

防災対策部 消防学校費 学校運営管理費 367,274 137,115 　消防学校の運営管理上必要とする管理的経費。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

防災対策部 高圧ガス費 高圧ガス指導事業費 18,688 △ 16,227

　高圧ガスによる災害を防止するため、高圧ガス事業所等の保安管理に関する指導の徹底や、許
認可申請に対する審査および保安検査等により安全を確保する。また、企業による自主保安の推
進を目的とした研修を行う。さらに、Ｇ７三重・伊勢志摩交通大臣会合における保安確保のため、高
圧ガス事業者への立入検査を実施する。

防災対策部 銃砲火薬類取締費 銃砲火薬類許認可指導等事務費 810 △ 1,735
　火薬類の製造、販売、貯蔵及び消費等の規制を行うことにより火薬類による災害を未然に防止
し、立入検査等により保安を確保する。また、猟銃等の製造・販売に対する規制を行い、公共の安
全を確保する。

防災対策部 電気関係取締費 電気工事業等指導事業費 1,566 △ 8,411
　電気工事事業者の登録および電気用品販売店への立入検査ならびに電気工事士免状の交付
等により、一般用および自家用電気工作物の保安の確保を図る。

防災対策部 防災対策費 防災情報プラットフォーム事業費 93,825 63,825
　避難を必要とするすべての人が適切に避難できるよう、防災情報プラットフォームについてサー
バーの更新や適切な維持管理を行い、県民に必要な防災情報を多様な媒体により的確に提供す
る。

防災対策部 防災対策費 避難行動促進事業費 1,888 1,888
　県民等がＳＮＳで発信した災害情報をＡＩを活用して集約することで、災害対策活動のさらなる充
実や効果的な避難情報の提供につなげる。

防災対策部 地震対策費 地震対策推進事業費 30,782 30,476
　「南海トラフ地震による超広域災害への備えを強力に進める10県知事会議」の活動として、関係
県と連携し国への提言および普及啓発を行うことや県民の防災に関する意識調査を行う。

防災対策部 地震対策費 地域減災対策推進事業費 205,852 205,852

　南海トラフ地震による津波から県民の命を守るため、地震発生から津波到達までに時間的余裕
がない市町が実施する津波避難タワーや避難路等の整備を支援する。また、地域の避難計画や
ハザードマップの作成等を促進するとともに、多様性に配慮した避難所運営にかかる環境整備等
に対して支援を行う。さらに、県北部の海抜ゼロメートル地帯を有する市町を対象とした避難施設
等の整備に対する支援を行う。

防災対策部 地震対策費
ＤＯＮＥＴを活用した津波予測・伝達システ
ム等展開事業費

3,709 2,044
　南海トラフ地震による津波対策として、「ＤＯＮＥＴを活用した津波・伝達システム」の運用等を行
う。

防災対策部 地震対策費 「みえ防災・減災センター」事業費 25,261 25,261

　「みえ防災・減災センター」と連携し、地域の防災活動を担う人材の育成や育成した人材が地域で
活躍することによる防災活動の活性化、シンポジウム等による防災啓発、次代を担う若者の防災
意識の向上等に取り組む。また、地震発生から津波到達までの限られた時間の中で、県民の誰も
が命を守るために最適な避難場所へ避難できるよう、津波避難計画の実効性のさらなる向上に向
けて市町とともに取り組む。

防災対策部 地震対策費 地域防災力向上支援事業費 15,828 14,374
　防災啓発車による啓発活動を行うことや地区防災計画作成などの取組を促進するとともに、地域
防災の重要な担い手である自主防災組織活動の活性化を支援することで、地域防災力の向上を
図る。

防災対策部 災害救助事業費 災害救助事業費 4,608 4,561 　災害救助法の適用など災害救助法に基づく救助を実施する。

防災対策部 消防費 救急業務高度化事業費 10,269 10,269
　救急救命士制度を中心とした救急業務の高度化を図るため、救急救命士の養成を行う救急振興
財団の研修所運営経費を負担するとともに、研修生派遣のための連絡調整を行う。

防災対策部 消防費 救急救命活動向上事業費 2,932 2,932
　救命率の向上に向け、メディカルコントロール体制のもとで指導救命士の養成講習や、救急救命
士が行う特定行為を円滑に行うための講習等を実施する。

防災対策部 危機管理推進事業費 危機管理推進事業費 981 981
　危機発生の未然防止に努めるとともに、危機発生時に迅速・的確な対応ができるよう、職務に応
じた職員研修などを行う。

防災対策部 給与費 人件費 610,628 610,628 　防災対策部職員の人件費



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

防災対策部 防災総務費 交際費 126 126 　防災対策部を代表して、社会通念上必要と認められる接遇、儀礼、交際等に要する経費


